
設備貸与制度 

育成支援グループ TEL 019-621-5381～3（直通）　FAX 019-621-5480 
金融担当 URL http://www.joho-iwate.or.jp/setsubi/ 
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お申込み・ 
お問合わせ先 

以下の条件のいずれかを満たす企業は 
最長10年、１億円まで貸与できます。 

① 中小企業創造活動促進法の認定企業 
② 中小企業経営革新支援法の承認企業 
③ ISO9000／ISO14000の認証取得企業 
④ 加工高に対する県内企業への外注比率が
10％以上の企業 

⑤ 県内企業５社以上へ下請発注している企業 
⑥ 県内企業への下請発注額が年間1,000万円
以上の企業 

⑦ 申請する設備を設置することで④～⑥に
該当する企業でも可 

法人の場合　2名以上 
個人の場合　１名以上 
（申込額2,000万円以下の場合） 

●貸付期間 7年（半年賦償還） 
●貸与損料（利息） 年2.3% 
●貸与価格 1,050万円（消費税含む） 
●機械引渡日 平成17年6月10日 

リースもあります 

■リース期間 
　原則として5年（月額リース料率1.860%）か 
　7年（月額リース料率1.382%）となります。 

■対象企業 
　従業員20名以下（小売・卸・サービス業は5名以
下）の中小企業。 
　 
　20名を超え50名以下の企業も利用できますが、条件が
ありますのでお問い合わせください。  

100万円～6,000万円 
最長 
7年返済 

年利 
2.3％ 

保証協会の 
保証も不要 

　利用者に代わって機械
設備を当センターが購入し、
長期・低利で貸与する制度
です。中小企業であればど
なたでもご利用できます。 
（一部対象外業種・設備あり） 

設備貸与制度 
長期 低利 無担保 

ま
で 
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1.設備投資制度 

借入の条件 

●月額リース料 5年リース=1.860％ 
 7年リース=1.382％ 
●リース価格 1,050万円（消費税含む）場合 

2.リース 

リースの条件 

回数 

合 計  

区 分  返 済 額  

支払期日 計 合計 元金 
（償還金） 

利息 
（損料） 

保証金 
（充当額） 

初回損料 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13

H17.12.15 

H18.  6.15 

H18.12.15 

H19.  6.15 

H19.12.15 

H20.  6.15 

H20.12.15 
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H22.12.15 

H23.  6.15 

H23.12.15 

H24.  6.  9

0 

816,000 

807,000 

807,000 

807,000 

807,000 

807,000 

807,000 

807,000 

807,000 

807,000 

807,000 

807,000 

807,000 

10,500,000

月額195,300円×60回=11,718,000円 

月額145,100円×84回=12,188,400円 

5年リース 

7年リース 

125,050 

963,750 

918,366 

909,085 

899,805 

890,524 

881,244 

871,963 

862,683 

853,402 

844,122 

834,841 

825,561 

816,000 

11,467,396

125,050 

963,750 

918,366 

909,085 

899,805 

890,524 

881,244 

871,963 

862,683 

853,402 

844,122 

834,841 

591,561 

0 

10,419,396

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

△234,000 

△816,000 

△1,050000

125,050 

120,750 

111,366 

102,085 

92,805 

83,524 

74,244 

64,963 

55,683 

46,402 

37,122 

27,841 

18,561 

9,000 

969,396

発注書 言った言わない 
　　　　　　　なくすモト 

下請代金支払遅延等防止法及び 
下請中小企業振興法の一部改正について 

　親事業者と下請事業者との取引は、下請取引として「下請代金支払遅
延等防止法」（下請法）や「下請中小企業振興法」によって、親事業者（発
注者）の義務や禁止行為などルールが定められています。 
　これらの法律の目的は、親事業者がルールを遵守することによって下請取
引をより公正なものにし、下請事業者の利益の保護を図ろうとするものです。 
　下請法では次のとおり親事業者の義務及び行ってはならない行為を定
めています。 

　公正取引委員会及び中小企業庁では、定期的に下請取引の実態を調査し、これらに該当する行為が起きていないかどうかをチェッ
クしています。そして、親事業者がこれらに該当する行為をしているときは、その行為をやめさせるとともに、下請事業者が受けた不
利益の回復措置を講じています。 

　下請代金支払遅延等防止法及び下請中小企業振興法の一部を
改正する法律が、平成15年6月18日に改正され、昨年（平成16年4
月1日）から施行されています。主な改正の内容は次のとおりです。 

　下請取引に関する相談等は下記の専門機関で受け付けていますので、お気
軽にお問い合わせください。 

　当センターでは、公正取引委員会との共
催により、下請取引の適正化を図るため下
記のとおり講習会を開催します。 

公正取引委員会東北事務所 1022-225-7095 
東北経済産業局中小企業課 1022-263-1111（代） 
（財）いわて産業振興センター育成支援グループ 1019-621-5385

ご利用ください－DVDソフト無料貸出－ 
　当センターでは、下請取引の適正化を図るためのDVDソフト「下請代金支払遅延等防止法ケーススタディ～ほのぼの産業　下
請取引適正化プロジェクト～」を無料で貸し出しいたします。このソフトは、下請取引事例を盛り込んだドラマと法律の解説に
より構成されており、下請代金支払遅延等防止法及び下請中小企業振興法について理解しやすい内容となっています。貸し出し
をご希望される方は、取引支援課までお問い合わせください。 

下請代金支払遅延等防止法 
1下請取引の対象範囲の追加 
2書面の交付に係る交付時期の規定整備 
3親事業者の遵守事項の追加 
4違反行為に対する措置の強化 
5罰金の上限額の引き上げ　 

下請中小企業振興法 
1振興の対象をサービス業等の下請中小企業に拡大 
2振興事業計画作成に係る業種指定の撤廃、任意グループの追加 
3売掛金債権担保保険の特例の導入 
4罰則の強化 【会場】 

日　時 平成17年12月2日（金） 
 14：00～16：00 
場　所 北上市基盤技術支援センター 
定　員　50名 
講　師 公正取引委員会事務総局東北事務所取引課 
 下請取引調査官　後藤　三郎　氏 

（予定） 

親事業者の義務 
●書面の交付義務 
●書類の作成・保存義務 
●下請代金の支払期日
を定める義務 
●遅延利息の支払義務 
 

親事業者の禁止事項 
●受領拒否の禁止 
●下請代金の支払遅延の禁止 
●下請代金の減額の禁止 
●返品の禁止 
●買いたたきの禁止 
●購入・利用強制の禁止 
●報復措置の禁止 

 
●有償支給原材料等の対価の早期
決済の禁止 
●割引困難な手形の交付の禁止 
●不当な経済上の利益の提供要請
の禁止 
●不当な給付内容の変更・やり直し
の禁止 

お問合わせ先 

下請取引適正化推進
講習会開催案内

11月は
下請取引

適正
化推進

月間です。

産業情報いわて 98 sangyo joho-iwate


